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１ はじめに 
いすみ鉄道は、昭和６３年の開業以来、夷隅地域の公共交通機関として重要な役割

を担ってきたが、モータリゼーションの進展や沿線人口の減少、少子化などによる利

用者の減少を背景に、開業以来経常赤字が続くなど厳しい経営状況にある。 
現在、経営を維持していくための自治体の支援が毎年度多額に上る中で、車両の更

新時期を迎えており、多額の費用負担が新たに必要となっていること、また、これま

で支援の財源としてきた基金の残高が減少し数年で枯渇することが見込まれているこ

となどから、いすみ鉄道の今後のあり方について早急に検討する必要が生じてきてい

る。 
このため、千葉県、勝浦市、いすみ市、大多喜町、御宿町では、有識者を交え、 
(1)いすみ鉄道の役割 
(2)必要性と可能性 
(3)経営改善方策 
等について十分検討を行ったうえで、今後の方向性を示すこととし、平成１７年８月

に、「いすみ鉄道再生会議」（以下「再生会議」という。）を設置した。 
これまでに、いすみ鉄道について地域で考えるシンポジウムの開催、地域住民及び

利用者の利用状況や意向を把握するためのアンケート調査、いすみ鉄道の存在効果の

測定も含めた費用対効果分析調査などを実施するとともに、いすみ鉄道に関する課題

や論点等について検討を進めてきた。 
この報告は、これまで再生会議で実施した調査の結果や検討の状況を整理し、中間

報告として取りまとめたものである。 
この中間報告を基に、今後、地域住民はもとより、各層から幅広い御意見をいただ

きたいと考えており、また、地域においても自らいすみ鉄道のあり方について活発な

議論を展開することを期待しているところである。 
再生会議としては、それらの意見や議論等を十分に踏まえるとともに、地域住民の

交通手段のみではなく、地域振興や地域活性化の手段として、いすみ鉄道の役割や社

会的価値を適切に評価し、地域の最適な公共交通システムのあり方について合意形成

を図ったうえで、本年８月を目途に今後の方向性を最終報告としてまとめたいと考え

ている。 
 
 
 
                   平成１９年３月２９日 
 
                   いすみ鉄道再生会議 
                     会長 千葉県総合企画部長 石渡哲彦 
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□ いすみ鉄道再生会議 
 １ 目  的  いすみ鉄道の今後のあり方について協議する 
  ２ 検討項目  ・いすみ鉄道の役割 
         ・必要性と可能性 
         ・経営改善方策  等 
 ３ 設 置 日  平成１７年８月３日 
 ４ 委  員  千葉県総合企画部長、勝浦市長、いすみ市長、大多喜町長、 

御宿町長、今城大東文化大学副学長 
５ 開催状況 

 再 生 会 議  開  催  日    協  議  事  項 
平成 17 年度第１回 平成 17 年 8 月 3 日 ・再生会議設立 
      第２回 平成 18 年 3 月 30 日 ・シンポジウムの開催結果について 
平成 18 年度第１回 平成 18 年 5 月 24 日 ・平成 18 年度調査・検討について 
      第２回 平成 18 年 11 月 24 日 ・いすみ鉄道の現状と課題について 

・アンケート調査結果について 
・費用対効果分析調査結果について 

      第３回 平成 19 年 2 月 1 日 ・いすみ鉄道の長期収支見込について

・代替交通について 
・中間報告骨子（案）について 

      第４回 平成 19 年 3 月 29 日 ・中間報告（案）について 
・意見交換会について 

    ※ この他に、幹事会をこれまで１６回開催 
 
□ シンポジウムの開催 
 １ 開 催 日  平成１８年２月２６日 
 ２ 会  場  大多喜町中央公民館 
 ３ テ ー マ  「これからのいすみ鉄道を考えるシンポジウム」  
         ～いすみ鉄道についてみんなで考えてみませんか～ 
 ４ 参 加 者  約４００名 
 ５ 内  容  基調講演「地方鉄道問題の現状と課題」 東京女子大学教授 

竹内健蔵 
         パネルディスカッション   
          コーディネーター 大東文化大学経営学部長（当時）今城光英 
          パネラー     住民代表  いすみ市     清水祐 
                         大多喜町     山中喜七 
                   県立大多喜高等学校生徒    磯邉勇輔 
                   （財）運輸調査局       萩原隆子 
 
    ＊ 開催結果については、資料編参照 
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２ いすみ鉄道の現状 
（１）いすみ鉄道の概要 

  ①経緯 

   いすみ鉄道は、特定地方交通線に指定され廃止等の対象となった国鉄木原線を、地 

  元の鉄道存続の意向を踏まえ、千葉県及び地元自治体を主な出資者とする第三セクタ 

  ー鉄道として運行を引き継ぐこととし、昭和６３年３月２４日にその営業を開始した。 

   

  ②資本金 

   授権資本 ４億円   払込資本 ２億６，９００万円 

  

  ③設立 

   昭和６２年７月７日（営業開始 昭和６３年３月２４日） 

 

  ④営業キロ 

   ２６．８ｋｍ（大原駅～上総中野駅 １３駅） 

   

  ⑤所要時間 

   大原駅～大多喜駅 ３０分  大多喜駅～上総中野駅 ２５分 

   

  ⑥車両 

   ７両 ※うち１両休止中、６両リニューアル工事を実施済 

    

  ⑦表定速度  ３４．３ｋｍ／ｈ 

   

  ⑧出資金の状況 

出資者（株主数） 出資額 出資比率 

千葉県（１）  ９２，０００千円  ３４．２％ 

大多喜町 

いすみ市 

  旧大原町 

  旧夷隅町 

  旧岬 町 

勝浦市 

御宿町 

（小計）（４） 

 ４０，８００千円 

 ３８，４００千円 

 ２０，２００千円 

 １３，８００千円 

  ４，４００千円 

  ４，４００千円 

  ４，４００千円 

 （８８，０００千円） 

 １５．２％ 

 １４．３％ 

  ７．５％ 

  ５．２％ 

  １．６％ 

  １．６％ 

  １．６％ 

 （３２．７％） 

 法人（３８）＊  ８９，０００千円  ３３．１％ 

合計（４３） ２６９，０００千円 １００．０％ 

 

   ＊ 自社株 2,000 千円（0.7％）含む 
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（２）輸送人員の推移 

  ①輸送人員の状況 
平成１７年度の輸送人員は４５万３千人（１，２４３人／日）と、開業した昭和  

６３年度の１１２万人（３，０７０人／日）の４０％まで減少しているとともに、輸

送密度も開業時の１，２７３人／日から５６８人／日にまで減少している。 

 

□ 輸送人員等の推移 （１日当たり輸送人員） 
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   ※ 輸送密度は、１キロ当たりの１日平均輸送人員で、輸送規模の目安となる数字 

 

  ②輸送人員の減少要因 

   輸送人員の減少要因としては、マイカー利用の増大や沿線人口の減少及び少子化の 

  進展等が考えられる。 

特に利用客の７０％を占める大多喜高校などに通学する通学定期客は３２万人と、

開業した昭和６３年度の７８万９千人の４０％まで減少しているとともに、通勤定期

客も１万１千人と、開業した昭和６３年度の７万９千人の１４％まで減少している。 

 

□ 夷隅地域の人口の推移             ＊ 国勢調査 
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  □ 夷隅郡市内高等学校の生徒数の推移       ＊ 学校基本調査 
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（３）経営状況 

   平成１７年度の経常損失は１４５百万円で、開業以来経常赤字が続いており、毎年 

  度の欠損については、大多喜町鉄道経営対策事業基金から補てんしている状況にある。 

  平成１７年度の営業収入は１０８百万円で、昭和６３年度の開業時の５割にとどまっ 

  ており、営業係数も、昭和６３年度の１２５から、平成１７年度は２３４と大幅に悪  

  化している。 

（単位：千円） 

区分 昭和６３年度 平成１３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 

収入合計 190,008 130,299 114,348 118,365 109,492 108,064

経費合計 237,559 262,988 289,829 272,280 268,493 253,407

経常損失 ▲47,551 ▲132,689 ▲175,481 ▲153,915 ▲159,001 ▲145,343

基金からの

補助 
1,497 119,382 132,689 175,481 153,915 159,001

国・県

補助 
(国)748 (県)59,691 (県)59,691 (県)59,691 (県)40,000 (県)20,000

内

訳 地元自治

体等補助 
749 59,691 72,998 115,790 113,915 139,001

乗車人員

（指数） 

3,070 人 

(100) 

1,655 人

(54)

1,477 人

(48)

1,411 人

(46)

1,257 人 

(41) 

1,243 人

(40)

輸送密度

（指数） 

1,273 人 

(100) 

764 人

(60)

690 人

(54)

639 人

(50)

565 人 

(44) 

568 人

(45)

営業係数 125 202 253 230 245 234

※１ 地元自治体等補助は、勝浦市、いすみ市（旧夷隅町、旧大原町、旧岬町）、大多喜 

    町、御宿町からの拠出金・負担金や民間からの寄付金によるもの 

  ※２ 乗車人員は、１日当たりの平均乗車人員 

 ※３ 輸送密度は、１キロ当たりの１日平均輸送人員で、輸送規模の目安となる数字 

 ※４ 営業係数は、１００円の営業収入を得るのにどれだけの営業費用を要するかを表  

    した数字 
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（４）サービス水準等 

  ①車両更新 

   車両の導入から１９年が経過し老朽化が進んでいる。同時期に車両を導入した他の

第３セクター鉄道では、新型車両への転換が進んでいる。 

 

  ②運行本数 

   運行本数は、大原駅～大多喜駅間上下３２本、大多喜駅～上総中野駅間上下２８本 

  であり、平成１８年１０月のダイヤ改正により上下５本増便し、利用者の利便性向上 

  を図っている。 

 

  ③運賃 

運賃は、キロ当たり２３．１円となっている。また、運賃改定は、平成元年４月に

３％（消費税導入分）、平成３年４月に９．５％、平成９年４月に１４％（消費税率

改定分を含む）それぞれ実施している。 

  なお、定期運賃（１箇月定期）の平均割引率は、通勤定期で３３％、通学定期で 

６０％である。 

 

（５）いすみ鉄道の役割 

  ①公共交通機関としての役割 

   いすみ市の大原駅と大多喜町の上総中野駅を結び、特に、中学・高校生の通学や高

齢者の通院など、他に交通手段を持たない地域住民の重要な交通手段となっており、

また、夷隅地域の基幹的な公共交通機関として地域振興等の役割も担っている。 

   

  ②房総横断鉄道としての役割 

   大原駅でＪＲ外房線と、上総中野駅で小湊鐵道と連絡し、ＪＲ内房線の五井駅から

房総半島を横断する「房総横断鉄道」としての役割を担っている。 

また、関係機関で構成する「房総横断鉄道活性化協議会」では、いすみ鉄道及び小

湊鐵道の活性化を図るため、観光による地域の活性化や鉄道利用の促進方策の検討な

どの事業を実施している。 

 

  ③観光鉄道としての役割 

   小湊鐵道や銚子電気鉄道とともに県内鉄道の中でも観光メディア等に取り上げら

れる機会が多く、沿線には観光スポットも点在していることから、沿線での観光客誘

致の取り組みにより、鉄道を利用する観光客の増加も見込めるなど、「観光鉄道」と

しての役割も期待されている。 

 

（６）基金及び補助金の状況 

  ①基金の状況 

   昭和６２年７月に、いすみ鉄道の経営に対し助成等を行い、地域公共交通の維持 

  確保を図ることを目的に、地元自治体１市５町（勝浦市、大多喜町、旧夷隅町、御宿

町、旧大原町、旧岬町）の基金として「大多喜町鉄道経営対策事業基金」を設置した。

いすみ鉄道は、開業以来経常赤字が続いており、この基金から欠損補助を受けて経営
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を続けている状況にある。基金の残高は、平成９年度の１，３０９百万円をピークに

減り続け、平成１７年度末現在で８９５百万円となっており、今後の車両更新等の多

額の設備投資や欠損補助により枯渇することが予想される。 

 

  ②補助金の状況 

   国、県、市、町はこれまで、いすみ鉄道に対して、経営の安定や運行の確保を図る   

  ための欠損補助に加え設備整備を図るための鉄道近代化設備整備費補助、踏切保安設

備整備費補助を行っており、その総額は、平成１７年度までに２５億円となっている。 

 

（７）他の第三セクター鉄道等との比較 

       厳しい経営状況にある地方鉄道や他の第三セクター鉄道と比較しても、いすみ鉄道

は、特に厳しい経営状況にある。 

  ①第三セクター鉄道での比較  

   第三セクター鉄道等協議会がとりまとめた「第三セクター鉄道の再生への取り組

み」によると、第三セクター鉄道等協議会加盟３９社の中で、いすみ鉄道は、経常損 

  益で３１位、営業係数で３６位、輸送人員で３０位、輸送密度で３１位と経営状況の  

  判断材料となる指標で下位にランクされている。 

 

    第三セクター鉄道等協議会加盟３９社 

 指 標  数  値 順 位  平均値 備   考 
営業キロ ２６．８ｋｍ ２７ ５１．５ｋｍ  
経常損益 △159 百万円  ３１ △58 百万円 16 年度  黒字３社 

営業係数 ２４５  ３６ １４３ 16 年度 

輸送人員 ４５９千人  ３０ 1,444 千人 16 年度 

輸送密度 ５６５人  ３１ 1,338 人 16 年度 

基金残高 1,035 百万円   ３ 464 百万円 16 年度末 

      ＊出典  「第三セクター鉄道の再生への取り組み  第三セクター鉄道等協議会」 

 

  ②地方鉄道８９社での比較 

   独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構がとりまとめた「地方鉄道の活性化 

  に向けて」によると、地方鉄道８９社の中で、いすみ鉄道は、費用に対する営業収益 

の割合で８４位、沿線の居住人口（沿線ﾒｯｼｭ）で８１位、職員１人当り輸送人員で  
７４位、職員１人当り運輸収入で８０位と経営状況の判断材料となる指標で下位にラ

ンクされている。 
 

  指    標  数  値 順 位  平均値 備  考

財務 営業収益／費用 ４２％ ８４  15 年度 

居住人口（沿線ﾒｯｼｭ） 383.9 人／㎢  ８１ 1,984 人／㎢ 12 年度 

職員１人当り輸送人員 １６．６千人  ７４  15 年度 

職員１人当り運輸収入 3,408.0 千円  ８０  15 年度 

      ＊出典 「地方鉄道の活性化に向けて （独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構」 
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３ 地域住民及び利用者アンケート調査結果の概要 
（１）調査目的 
   本調査は、いすみ鉄道及び沿線地域の交通利用実態を把握し、今後のいすみ鉄道の 
  あり方を検討するための基礎資料を得ることを目的に実施した。 
 
（２）地域住民アンケート調査概要 
  ①調査対象   
   夷隅地域２市２町（勝浦市、いすみ市、大多喜町、御宿町）に居住する満１５歳以

上の男女から無作為抽出 
   
  ②調査客体数 
    ２，０００（鉄道存続ケース１，０００、バス代替ケース１，０００） 

 勝浦市 いすみ市 大多喜町 御宿町 計 
鉄道存続ケース １５０ ４００ ３５０ １００ １，０００

バス代替ケース １５０ ４００ ３５０ １００ １，０００

計 ３００ ８００ ７００ ２００ ２，０００

    ※ 「鉄道存続ケース」・・現在のいすみ鉄道を存続させた場合 
      「バス代替ケース」・・いすみ鉄道廃止し、バスによる運行を行った場合 
 
  ③調査系統 
   いすみ鉄道再生会議事務局（調査票作成）→市町（調査票郵送）→回答者（郵送） 
   →市町（回収） 
 
  ④調査期間 
   平成１８年９月１日～１５日 
 
  ⑤回収数 
   ８２１（回収率 ４１．１％） 

送付数 回収数 回収率 
市町名 

鉄道存続 バス代替 計 鉄道存続 バス代替 計 鉄道存続 バス代替 計 

勝浦市 150 150 300 51 50 101 34.0% 33.3% 33.7%

いすみ市 400 400 800 165 162 327 41.3% 40.5% 40.9%

大多喜町 350 350 700 157 158 315 44.9% 45.1% 45.0%

御宿町 100 100 200 45 33 78 45.0% 33.0% 39.0%

合計 1,000 1,000 2,000 418 403 821 41.8% 40.3% 41.1%
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（３）利用者アンケート調査概要 
  ①調査対象 
      いすみ鉄道利用者 
   
  ②配付数 
   ６０７ 
 
  ③調査系統 
   いすみ鉄道再生会議事務局（調査票作成）→いすみ鉄道（調査票記入依頼） 
   →回答者（郵送）→いすみ鉄道（回収） 
     ※大多喜高校は学校で取りまとめ 
 
  ④調査時期 
   平成１８年９月５日 
 
  ⑤回収数 
   ４４４（回収率 ７３．１％） 

 配付数 回収数 回収率 

いすみ鉄道 607 444 73.1% 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 １０

 
無回答, 4.9%

自分も家族もいす

み鉄道を利用して

いる, 4.8%
家族の中で自分だ

けがいすみ鉄道を

利用している, 5.7%

自分は利用してい

ないが、家族が利

用している, 10.2%

自分も家族もいす

み鉄道を全く利用し

ていない, 71.5%

その他, 2.9%

（４）地域住民アンケート調査結果の概要 
     ※ 調査結果については、参考資料編参照 
   
    利用状況では、回答者本人又は家族で利用しているのは２割。 
   利用目的は、回答者本人は通院が３割。家族では通学、通院がそれぞれ３割。 
 

 
利用状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
 
 
 
 
 
 
 

利用目的（回答者本人） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4.7%

12.8%

5.8%

14.0%

32.6%

7.0%

2.3%

14.0%

7.0%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

通勤

通学

業務（仕事）

買物

通院

娯楽・レクリエーション

観光

その他

無回答

いすみ鉄道を利用して

いる世帯は約２１％ 



 １１

利用目的（家族） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  いすみ鉄道を利用しない・できない理由は、「利用できる範囲に住んでいない」が３割。 
 「利用しづらい」、「利用してまで行きたい施設がない」がそれぞれ２割。 
 

 
いすみ鉄道を利用しない・できない理由 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

3.3%

32.5%

2.4%

9.8%

27.6%

8.9%

1.6%

7.3%

6.5%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

通勤

通学

業務（仕事）

買物

通院

娯楽・レクリエーション

観光

その他

無回答

無回答, 3.4%

その他, 21.0%

いすみ鉄道を利用
してまで行きたい
施設がないため,

20.6%

いすみ鉄道を利用
できる範囲に住ん
でいるが、利用し
づらいため, 20.4%

いすみ鉄道を利用
できる範囲に住ん

でいないため,
34.6%



 １２

 
   利用しづらい理由は、「自動車より時間がかかる」が３割で、次いで「駅まで時間

がかかる」、「運行本数が少ない」が多くなっている。 
  
 

利用しづらい理由 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    いすみ鉄道が廃止になった場合に想定される移動状況では、５割が「自動車による

移動に転換」と回答。 
 
 

いすみ鉄道が廃止になった場合に想定される移動状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

14.7%

10.2%

13.2%

10.9%

15.4%

31.6%

3.8%

0.4%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

運行本数が少ない

運行時間帯が合わない

他の鉄道やバスとの接続が悪い

運賃が高い

駅まで時間がかかる

自動車よりも時間がかかる

その他

無回答

二輪車（バイク・自
転車）を利用して
移動するだろう,

7.1%

現在ある路線バス
を利用して移動す

るだろう, 12.4%

家族や友人等に
自動車で送迎して
もらうだろう, 22.9%

自動車を新たに購
入して目的地まで
移動するだろう,

1.8%

現在所有している
自動車を使って目
的地へ移動するだ

ろう, 29.4%

移動手段がなくなっ
てしまうと、目的地
へ移動することをや
める（あきらめる）だ

ろう, 5.9%

無回答, 17.1%その他, 3.5%



 １３

 
   いすみ鉄道を存続させるための税金からの負担については、「現状の負担が限度で

ある」が２割強で最も多く、次いで「一定の範囲内であれば、今以上に負担額が重

くなるのはやむをえない」が２割。「税金からの負担は行うべきでない」も２割。 
 
 

いすみ鉄道を存続させるための税金からの負担 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

税金からの負担は行うべ

きではない, 18.8%

負担額を減らすべきであ

る, 14.6%

現状の負担額が限度であ

る, 25.7%

一定の範囲内であれば、

今以上に負担額が重くな

るのはやむを得ない,

22.4%

いくら負担額が重くなって

もやむを得ない, 4.3%その他, 5.8%

無回答, 8.4%
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（５）利用者アンケート調査結果の概要 
       ※ 調査結果については、参考資料編参照 
 
    いすみ鉄道の利用状況は、「ほぼ毎日」が５割、「週４～５回」が３割。 
 

いすみ鉄道の利用状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    利用目的は、「通学」が８割。 
  

利用目的 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

51.8%

32.0%

5.4%

2.5%

1.6%

1.1%

0.7%

0.7%

3.4%

0.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

ほぼ毎日

週４～５回

週２～３回

週１回

月２～３回

月１回

年数回

ほとんど利用しない

初めて

無回答

8.1%

78.2%

2.5%

1.4%

4.3%

1.4%

0.5%

1.6%

2.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0%

通勤

通学

業務（仕事）

買物

通院

娯楽・レク

観光

その他

無回答



 １５

   利用する理由では、「他に交通手段がない」が５割強。次いで「便利である」が３

割。 
   

利用する理由 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    乗車駅までの交通手段は、「ＪＲからの乗り換え」と「二輪車」がそれぞれ３割。 
    降車駅から目的地までの交通手段は、「徒歩」が８割強。 
  

乗車駅までの交通手段 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

28.2%

2.3%

0.0%

0.5%

0.9%

55.4%

0.9%

2.9%

9.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

便利

時間に正確

時間がかからない

環境にやさしい

運賃が安い

他に交通手段がない

乗ってみたかった

その他

無回答

31.8%

0.9%

0.7%

28.6%

17.8%

18.7%

0.5%

1.1%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

ＪＲ

小湊鉄道

バス

二輪車

自家用車

徒歩

その他

無回答



 １６

降車駅から目的地までの交通手段 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   いすみ鉄道に対する希望は、「本数が増える」が３割。「運賃が安くなる」が２割。 
  「乗継が便利になる」が１割強の順。 
  

いすみ鉄道に対する希望 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

8.3%

0.7%

0.7%

2.5%

1.1%

83.1%

1.1%

2.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0%

ＪＲ

小湊鉄道

バス

二輪車

自家用車

徒歩

その他

無回答

14.3%

27.3%

7.5%

22.6%

8.1%

2.1%

4.2%

0.2%

0.4%

0.6%

2.6%

1.1%

1.4%

1.9%

1.7%

0.3%

1.7%

1.9%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

乗継が便利になる

本数が増える

スピードアップする

運賃が安くなる

始発・終発の時刻改善

新駅の設置

車両の改善

駅に駐車場等の設置

企画乗車券を増やす

企画列車を増やす

乗務員の対応の向上

駅周辺の情報提供

観光情報を増やす

乗継案内を増やす

安全運転に努める

ホームページの充実

その他

無回答



 １７

 
   廃止になった場合の移動手段は、送迎を含め自動車による移動が５割。 
  

廃止になった場合の移動手段 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
    いすみ鉄道を存続させるための税金からの負担については、「一定の範囲内であれ 
    ば、今以上に負担額が重くなるのはやむをえない」が４割。次いで「現状の負担が 
    限度である」が２割強で、「税金からの負担は行うべきでない」は１割弱。 
 

いすみ鉄道を存続させるための税金からの負担 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

19.4%

2.0%

30.0%

14.6%

17.3%

8.1%

4.3%

4.3%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

所有自動車

自動車購入

自動車で送迎

バス利用

二輪車利用

移動をやめる

その他

無回答

11.0%

41.7%

25.2%

6.3%

7.7%

4.1%

4.1%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0%

いくらでも増

一定の範囲内で増

現状限度

減らすべき

負担なくすべき

その他

無回答
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４ 費用対効果分析調査結果の概要 
                                           ※調査結果については、資料編参照。 
 
１ 調査目的 

  本調査は、いすみ鉄道が存続する場合と、いすみ鉄道廃止後バスに代替する場合の社

会的便益と費用を計測し、その費用対効果を分析することにより、今後のいすみ鉄道の

あり方を検討するための基礎資料を得ることを目的に実施した。 

  なお、本調査の分析は、パシフィックコンサルタンツ株式会社に委託した。 

 

２ 「便益」とは 

「便益」とは、「事業を実施する場合」と「実施しない場合」の効果の差であり、本

調査では、「鉄道存続ケース」として、いすみ鉄道を存続させた場合と廃止した場合と

の比較、「バス代替ケース」として、バス代替による運行を行った場合といすみ鉄道を

廃止した場合との比較を行った。 
また、①「鉄道利用者便益」とは、鉄道利用者の移動時間の短縮や交通費の節減に伴

う便益を貨幣に換算したものであり、②「地域社会便益」とは、鉄道を利用することに

よる道路混雑の緩和、交通事故の削減、窒素酸化物や二酸化炭素等の排出量の減少によ

る環境改善及び「地域のイメージが向上する」など鉄道が存在すること自体による存在

効果を貨幣に換算したものであり、③「供給者便益」とは、鉄道事業者やバス事業者の

収益増加額である。これらの①から③までを合計したものが「社会的便益」である。 
 

３ 費用対効果分析手法の考え方 

（１）地方鉄道における費用対効果の検討 

    地方鉄道の費用対効果分析を行なうにあたっては、鉄道が存続する場合（または代

替手段の運行）と鉄道が廃止される場合とのサービス水準の比較を行い、それぞれの

社会的便益と費用を計測し、その純便益（便益と費用の差分）を算出することで評価

を行なった。 

 

（２）便益の対象と計測の考え方 

便益の対象は、上記２の後段のとおり大きく 3つに分類される。これらのうち、地

域社会便益の中の存在効果以外については、各種データ等を用いて算定した。 

また、存在効果については、地域住民に対し、アンケート調査を実施し、鉄道を存

続させる（また代替手段の運行）ための、1 世帯当りの寄付金という表現により算定

を行った。 

 

（３）費用把握の考え方 

鉄道の費用は、いすみ鉄道のデータを用いて算定するとともに、代替手段（バス）

については、新たな事業を想定して初期投資と維持更新費を対象とした。 

 

 



 １９

４ いすみ鉄道の費用便益分析の検討 

（１）検討の前提条件 

  ①検討ケース（代替手段）の設定 

いすみ鉄道存続と代替バスの運行の 2ケースを設定して検討を行った。 

いすみ鉄道が存続する場合は、現況のサービス水準を維持するものとし、バス代替

のケースにおいても、基本的にはいすみ鉄道とほぼ同様のサービスを受けられるもの

とした。 

また、いすみ鉄道が廃止される場合は、いすみ鉄道利用者は全て乗用車利用（送迎

を含む）に移行すると想定し、代替バスが運行される場合は、鉄道利用者アンケート

調査結果から鉄道利用者の 75％は代替バスに移行し、残りの 25％は乗用車利用に移行

するものとした。 

なお、計測の基準年は平成 18 年度とし、計測期間は平成 19～48 年度の 30 年間と設

定した。 

 

 ②代替ルートの設定 

鉄道の利用圏域を沿線から概ね 1.5km 程度と想定し、鉄道路線（全長 26.8km）にほ

ぼ並行した全長 27.7km の幹線ルートをバスの代替ルートとした。 

   なお、バス停は現在の鉄道駅周辺のみに設定した。 

 

代替ルートの設定 
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  ③いすみ鉄道将来利用者の設定 

 将来の鉄道利用者数は、平成 18 年度の利用者見込み人数（約 49 万人）に対し、計

測最終年度である平成 48 年度では、約 40 万人と 2割弱減少すると設定した。 

 

将来の鉄道利用者数の設定 

          単位（千人／年）、%は平成 18 年度に対する割合 

 
通勤定期 通学定期 定期外 合計 

平成 18 年度 利用者見込み 53 100% 316 100% 116 100% 485 100%

平成 19 年度 計測初年度 53 99% 312 99% 126 108% 490 101%

平成 48 年度 計測最終年度 47 88% 202 64% 153 132% 401 83%

   

   また、将来の鉄道利用者数の設定条件は、基本的に将来の沿線人口の推移に比例す

るものとし、これに、新駅の設置等による利用者増加要因を考慮し設定した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（２）いすみ鉄道の存在効果の計測 

 ①存在効果の便益額 

   アンケート調査の結果、いすみ鉄道存続、バス代替運行のための寄付金の支払いに 

賛同していただいた回答者の平均支払い意思額は、それぞれ約 2,200 円/世帯・年、

約 1,800 円/世帯・年となった。 

   これに、対象世帯数（沿線市町村 32,722 世帯）を乗じると、支払い意思額全体で

は、鉄道存続で約 0.7 億円/年、バス代替運行で約 0.6 億円/年となった。 

   このうち、存在効果の便益額は、鉄道存続で約 0.5 億円/年、バス代替で約 0.4 億

円/年となった。 

 
 
 
 

○将来の利用者減少率の設定 

通勤定期利用者 沿線人口に比例  

通学定期利用者 沿線年少人口に比例 
定期外利用者  沿線人口に比例 

○さらに、下記の利用者増加要因を考慮       

１．船子新駅の設置           

２．大多喜街並み整備事業        
３．大多喜町交流人口の増加対策     
４．住民運動の展開           
５．イベント・ツアーの誘致      



 ２１

  ②費用便益分析結果 

   費用便益分析結果をまとめると以下のとおりとなった。 
 

 
が 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 ③分析総括表 

 
 ・便益総括表（表１） 

単位：億円、検討年 30 年 

鉄道存続ケース バス代替ケース  

初年便益 基準年の現在価値 初年便益 基準年の現在価値

鉄道利用者便益 4.6 75.6 3.7 59.2

地域社会便益 1.5 24.9 1.1 17.7

供給者便益 －1.2 －21.0 0.2 2.7

社会的便益計 4.98 (a)79.6 4.93 (b)79.6

 ※初年とは平成 19 年度を、基準年とは平成 19～48 年度の 30 年を示す。 

 

 

 ・費用総括表（表２） 

単位：億円、検討年 30 年 

鉄道存続ケース バス代替ケース  

単純合計 基準年の現在価値 単純合計 基準年の現在価値

維持改良費 25.1 15.7 5.5 3.9

期末残存価値 －3.5 －1.1 0.0 0.0

費用計 21.6 (c)14.7 5.5 (d)3.9

 ※基準年とは平成 19～48 年度の 30 年を示す。 

・分析の結果、純便益は、バス代替のほうが優位であるという結果となった。  
 （３０年間で約１１億円）【表３参照】 
・両ケースの社会的便益は、それぞれ約８０億円（平成１９年度から平成４８年度

 までの３０年間）と同額で、いずれの場合も自動車利用に転換するより便益が大 
 きい。【表１参照】 
・社会的便益の内訳では、鉄道存続が、鉄道利用者便益や地域社会便益で、バス代

 替より大きいが、供給者便益を含めるとバス代替と同等の結果となった。【表１参

 照】 
・将来の維持・改良にかかる費用については、鉄道存続の費用がバス代替を大きく

 上回るため、社会的便益から費用を差引いた純便益では、鉄道存続が約６５億円、

 バス代替が約７６億円とバス代替が優位（約１１億円／３０年）の結果となった。

 【表２・３参照）】 
・便益計測されたものは、現時点の知見で定量化できるものだけを対象としている 

 ため、まちづくり面等の波及効果、地域（沿線住民・企業・行政等）の存続への 

 熱意、地元自治体の財政負担の可能性等の多様な観点から存廃の意思決定を行う 

 必要がある。 
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 ・評価指標の算定結果（表３） 

                                単位：億円、30 年間 

純便益（鉄道存続）     (a)－(c) (e)64.9

純便益（バス代替）     (b)－(d) (f)75.8

純便益（鉄道存続－バス代替）(e)－(f) －10.8

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 ２３

５ 課題と今後の方向性 （論点の整理） 

 
（１）いすみ鉄道の課題 
   いすみ鉄道は、国鉄の中でも特に採算性が厳しく、代替交通への転換が可能な特定

地方交通線の第１次廃止対象路線である「木原線」を引き継いだことに加え、開業後

１９年を経過したことで、社会経済情勢の変化等に伴う様々な課題が顕在化してきて

いる。 
 
 ① 利用者の減少 

いすみ鉄道の輸送人員は、開業以来減少が続いており、開業時の昭和６３年度の

１１２万人から平成１７年度には４５万人と、開業時の４割にまで大幅に減少して

いる。    ＊ ４ページ 「輸送人員等の推移」参照 
減少の主な要因としては、モータリゼーションの進展や沿線人口の減少、少子化

の進展などが影響していると考えられる。 
   また、いすみ鉄道の各駅から半径１ｋｍの沿線居住人口は、３８３．９人／㎢で

あり、地方鉄道８９社中８１番目（平成 12 年国勢調査から）と、他の地方鉄道と比

べても沿線人口が少ない中で、今後も減少が見込まれている。 
夷隅地域の平成３７年度の推計人口は、平成１７年度と比較して１３．５％減少

する見込みであり、特にいすみ鉄道の利用客の７割を占めている若年層は、 
２６．７％と著しい減少が見込まれていることから、利用者、特に少子化に伴う通

学定期利用者の減少により、今後鉄道を維持していくことは相当に厳しい状況が見

込まれる。 
   さらに、今後の高齢化の進展などを踏まえると、沿線地域における他に交通手段

を持たない児童・生徒や高齢者等の交通弱者の移動手段として何らかの公共交通を

確保していくことが必要である。 
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  □ 夷隅地域の将来推計人口 （総人口） 
 

 
         将来推計人口   平成 17 年 83,948 人→平成 37 年 72,606 人  ▲13.5% 
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  □ 夷隅地域における将来推計人口年齢別構成比の推移 

 
    ６５歳以上の割合  平成 17 年 28.8％→平成 37 年 39.1％   10.3%増 

     １５歳未満の割合  平成 17 年 10.7％→平成 37 年  9.3％   ▲ 1.4% 
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   □ 自動車保有台数の推移 
 
 
     自動車保有台数 平成８年 47,203 台→平成 17 年 54,577 台   15.6％増 
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 ② 経営改善の取組み 
いすみ鉄道では、平成１２年度に「いすみ鉄道経営改善計画」（平成１２年度～  

２０年度）を策定し経営改善に努めてきたが、利用者の減少に歯止めがかからない

ことなどから経常損失が計画より増加したこと、車両及び鉄道施設の老朽化等によ

る経費の増加が見込まれることなどから、計画の達成は厳しい見通しとなった。 
   また、県の行政改革推進委員会において、「あり方について検討すること」とされ

たことから、平成１５年度に平成１６年度から平成２０年度の５年間について、経

常損失額の縮減を図ることを目標に、経営改善計画の徹底した見直しを行ったうえ

で、改善策に取り組んでいるところであるが、計画を上回る実績をあげているもの

の、抜本的な経営改善に至ってはいない。 
   

□ 経営改善計画 
 
 １ 計画の経緯 
      ・平成１２年度に計画策定 

計画期間  平成１２年度～２０年度の９年間 
目的    経常損失の増加の抑制 

   ・平成１５年度経営改善計画の見直し 
     計画期間  平成１６年度～２０年度 
     目的    経常損失額の縮減 
 
 ２ 経営改善計画の見直しによる主な取り組み 
   ・要員の見直しと人件費の削減  

職員数 平成１５年度 ２８人 → 平成１８年度 ２２人（12 月 1 日現在） 
   ・車両の長期使用のためのリニューアル工事の実施 
     平成１６年度~１８年度 ６両 
   ・修繕費の縮減、効率化 
   ・イベント列車の運行 
   ・集客のための沿線への菜の花等の植栽 
 
 ３ 経営改善計画と実績比較 

平 成 １ ６ 年 度 平 成 １ ７ 年 度       

計画試算 決 算 比較増減 計画試算 決 算 比較増減 
収入合計 100,582 109,492     8,910 97,602 108,064    10,462 

うち旅客収入    93,972    90,135 ▲3,837    90,923    90,976 53 

支出合計   273,796   268,493   ▲5,303  276,677   253,407   ▲23,270 

損  益 ▲173,214 ▲159,001   14,213 ▲179,075 ▲145,343    33,732

 
 
 ③ 施設・設備の老朽化 
   旅客運輸事業者は、安全運行の確保が第一であることから、常に適切な整備を進

めていかなくてはならない。 
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   現在、昭和６３年の開業時に新しい車両を導入してから１９年が経過し、車両の

更新時期を迎えているが、全国的に見ると同時期に導入した他の鉄道においては、

新型車両への転換が進んでいる。 
いすみ鉄道においては、現車両をできるだけ長期にわたり使用する必要があるた

め、平成１６年度から平成１８年度にかけて車両のリニューアル工事を実施したと

ころであるが、今後、本格的な車両の更新を進めていくとすると多額の資金が必要

となる。 
また、橋梁は建設から７０年を越えるとともに、線路や電気設備等の鉄道施設の

老朽化も進んでいることから、安全性を確保するためには、設備の更新や修繕など

計画的な投資が必要である。 
 

□ 車両の状況 
 
 １ リニューアル工事 
   車両の腐食など劣化が進んでいることから、経営改善計画に基づき、平成 
１６年度から平成１８年度の３年間で車両の全般検査を兼ねて実施し、車両の延

命を図っている。 
   平成１６年度 ２両、平成１７年度 ３両、平成１８年度 １両 
２ 車両更新費試算 

      ６両を更新した場合  ６３０百万円 
（参考） 車両数６両 × 車両価格１０５百万円／両 

              鉄道軌道近代化施設整備費補助を活用した場合の負担割合 
                国 １／３  自治体 １／３  鉄道事業者 １／３ 
 
   □ 鉄道施設の状況 
 
    １ 線路及び電気関係設備等 

老朽化が進んでいることから平成１５年度に実施された安全性緊急評価に

基づき、維持・補修を実施している。 
    ２ 橋梁 

昭和５年から９年にかけて完成しており、老朽化が進んでいることから、 
３３橋梁のうち、５０ｍ以上の１３橋梁について、平成１２・１３年度に検査

を実施し、うち１橋梁について修繕を実施している。 
 
 ④ 基金の減少 
   国鉄再建特別措置法に基づき、特定地方交通線の転換路線を引き継ぐ際、国の支

援措置として特定地方交通線転換交付金が交付されたことから、転換路線を引き継

いだ第三セクター鉄道では、経営安定を図り、運行を維持していくことを目的に、

地元自治体などの拠出金を加え経営安定基金を創設した。 
   いすみ鉄道においても、施設の更新や改善への充当、経常損失が生じた場合の運

用益による補てんを目的として、国からの転換交付金、県の補助金及び夷隅郡市の

自治体からの拠出金や負担金、民間からの寄付金により大多喜町鉄道経営対策事業
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基金（以下「基金」という。）を設置した。 
   いすみ鉄道は、開業以来経常赤字が続いていることから、開業から５年間につい

ては、国からの運営費補助（赤字補てん）を、国の補助終了後（平成６年度～）は

県からの経営安定対策費補助と併せ、基金からの補助により経常損失の補てんを行

うとともに、設備の整備資金に充ててきた。 
しかし、その後低金利の状態が続いていることから、基金の目的である運用益を

活用した損失補てん等が困難となり、当初の支援スキームを維持できない状況とな

った。 
このため、平成１６年度から２０年度までの５年間については、「いすみ鉄道経営

改善計画」の見直しによる経営改善策の実施を前提に、経常損失が発生した場合に

基金から助成することとし、現在は、基金を取り崩して欠損補助を行っている。 
平成１７年度末の基金残高は８９５百万円まで減少しており、このままの状況で

推移すると、近年中に基金の枯渇が見込まれることから、今後の基金のあり方や活

用方法を早急に検討していかなければならない。 
 
 □ 大多喜町鉄道経営対策事業基金からの補助及び基金残高の推移 
 

大多喜町鉄道経営対策事業基金残高（平成１７年度末）  ８９５百万円 
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  □ 利用者１人当たりの基金補助の換算額 （平成１７年度） 
 
    利用者が１回利用するごとに ３４７円 を基金から補助している 
       （参考）  平成１７年度基金補助   １５９，００１千円 （平成１６年度欠損額） 
             平成１６年度利用者数   ４５８，８１９人 
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 ⑤ 自治体の財政状況の悪化 

いすみ鉄道は、年々利用者が減少し経常赤字が膨らんでくる中で、国や関係自治

体等からの赤字補てんにより経営を維持してきた。 
   この間、関係自治体は、バブル崩壊以降、長引く景気低迷の中で税収が落ち込む

など、財政状況は極めて厳しい状況となった。 
   最近は、景気の回復により税収の増加が期待されるものの、人件費や社会保障費

などの義務的経費の増加により、引き続き厳しい財政状況が続く見込みである。 
いすみ鉄道の運行を維持していくためには公的支援が不可欠であるが、抜本的な

経営改善が進まない中で、県の「行政改革推進委員会」において「今後のあり方に

ついて地元市町と協議」することとされ、また、総務省が定めた「第三セクターに

関する指針」において、「単なる赤字補てんを目的とした公的支援は行うべきでない」

とされているなど、これまでのような支援の継続は極めて厳しい状況となっている。 
 一方、いすみ鉄道は、極めて採算性の悪い国鉄木原線を引き継いでいることから、

鉄道事業者の自助努力のみでは経営改善に限界があるのも事実であり、運行を維持

していくためには、自治体をはじめ地域関係者による支援が不可欠であるが、特に

このような財政状況の中で自治体が支援を行う場合は、鉄道事業者の更なる抜本的

な経営改善を前提に十分な説明責任を果たしていくことが求められる。 
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（２）課題に対する対応の方向性 
 
   検討に当たっての基本的視点 
 
   いすみ鉄道は、地域振興や地域活性化など地域社会経済活動にとって極めて重要な

社会インフラであり、一度廃止してしまうと事実上再取得できないインフラであるこ

とから、今後の方向性を検討する時には、単に採算性のみではなく、いすみ鉄道の社

会的価値と維持するための負担について、特に次の点に留意していかなくてはならな

い。 
 
    □ いすみ鉄道の再調達価格試算  ３２，１６０百万円 
        ＊出典 「地方鉄道の活性化に向けて （独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構」 

 
   ○  今後進展する高齢社会への対応や地域活性化の方向等を踏まえ、単に路線の存

廃ということではなく、地域内の移動や環境問題等地域における公共交通を中心

とした交通政策のあり方の中で、費用負担も含めて最適なシステムを選択してい

くという視点が重要である。 
その際特に、他に移動手段を持たない高齢者や児童・生徒などの交通弱者の足

をだれがどのように確保していくのかということを十分検討する必要がある。 
 
   ○  いすみ鉄道のあり方については、まず地域住民がどのように考えるかという視

点が最も重要であることから、これまでシンポジウムやアンケートを実施してき

たが、今後とも判断材料となる適切な情報提供を進めながら地域の意向を十分に

確認していく。 
      
   ○  昨年実施した地域住民及び利用者アンケート調査は、現段階における民意を反

映したものであることから、この調査結果を十分に分析し、検討していく。 
 
   ○  今回の費用対効果分析結果は、現時点の知見で定量化できるものだけを対象と

しているため、これだけをもって直ちに存廃の意思決定を行うのではなく、まち

づくりなどの活性化策の波及効果、地域の鉄道存続への取り組み、自治体の財政

負担の可能性等定量的に把握できない多様な観点も加味し、更に十分検討を加え

ていく。 
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   《鉄道のあり方についての判断》 
 
   〈鉄道事業者〉     〈地方公共団体及び地域住民の判断基準〉 
 
 
     採算性         社会的価値          負担 
   「黒字か赤字か」  「いすみ鉄道が地域において  「どれだけの財政負担 
              果たしている役割       をするのか」 
              なくなった場合の影響」 
 
 
          ＊出典 「地方鉄道の活性化に向けて （独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構」 
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   具体的な検討項目 
 

今後、最終報告に向けて検討を進めていくが、存続・廃止いずれの方向についても

十分かつ慎重に検討していかなければならない。 
その主な視点は次のとおりである。 

 
  ア 存続の可能性 

 
（ア） 経営改善の取組み 

    ① 経営主体・経営体制 
      いすみ鉄道は、国鉄木原線が不採算路線のため廃止対象路線とされたもので

あり、民間での経営が困難な路線であることから、県と地元自治体が３分の２

を出資する自治体中心の第三セクターとして承継した。 
このため、自治体の長が社長に就任するとともに、職員も自治体やＪＲ東日

本からの出向者で多くが構成されている寄り合い所帯となっていることから、

必ずしも効率的な経営が徹底されているとはいえない状況にある。 
     今後は、民間的経営感覚を取入れ、責任と役割を明確にした効率的な経営を

行うなどの、経営主体や経営体制の抜本的改革が求められてくる。 
    

    ② 経営改善 
     а 増収・経費削減対策 
        運行を維持していくためには、鉄道事業者は増客・増収に取り組むことは

もとより、徹底した経費の節減など自助努力が求められる。 
        増客・増収の取り組みについては、これまでにも地域住民との協業による

沿線への花の植栽や「房総横断鉄道」の取り組みなどにより、菜の花のイメ

ージの定着など徐々に成果が現れているが、必ずしも大幅な利用者の増加や

増収には結びついていないのが現状である。 
        経費の削減については、これまで経営改善計画に沿って進められており、

効率的な要員配置による人件費の削減やメンテナンス費用の低減などが図

られてきているが、安全面を考慮すると人件費やメンテナンス費用の削減に

も限界がある。 
        今後は、安全性の確保を前提に、車両の更新を含めた設備投資について長

期的な計画を策定し、インフラの維持・向上を図っていくことが必要である

が、その投資資金をいかに確保するかが大きな課題である。   
 

ｂ 利用者負担  
        いすみ鉄道の運行を維持し安全な運行を確保していくためには、その経費

を賄うため、適切な水準の利用者負担を求めることも検討すべきである。 
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     ｃ 車両更新 
         特に車両の更新については、鉄道軌道近代化施設整備費補助を活用し財源

を確保していくことが前提となるため、再生計画の策定や国に対する要望等

関係者が一体となった努力が求められる。 
        また、車両の更新については、車両の購入価格が高額であることから、単

に新造のみを選択するのではなく、他鉄道からの中古車の確保についても積

極的に検討していかなくてはならない。 
 
        ｄ デュアル・モード・ビークル（ＤＭＶ） 

新たな輸送モードであるデュアル・モード・ビークル（ＤＭＶ）は、線路

と道路の双方を走行できる車両として、安価な車両価格やランニングコスト

の低減など経費の節減効果に加え、鉄道とバスの利点を生かしたシームレス

な輸送サービスなどが期待できることから、国やＪＲ北海道の実用化の取り

組み状況をみながら、いすみ鉄道及び夷隅地域での観光面を含めた導入可能

性について十分検討すべきである。 
 
      ※ シームレスな公共交通 
        乗り継ぎや乗降に際しての「継ぎ目」を解消することにより、出発地か

ら目的地までの移動を円滑にし、利便性を高めた公共交通 
 
      □ キロ当たり運賃 （平成１６年度） 
 

事 業 者 名  平均運賃  円／キロ 
いすみ鉄道    ２３．１ 
鹿島臨海鉄道（茨城県）    ２５．５ 
真岡鉄道（栃木県）    ２３．９ 
わたらせ渓谷鉄道 

（群馬・栃木）

   ２４．５ 

小湊鉄道    ３５．０ 
銚子電気鉄道    ４８．４ 
総武流山電鉄    ３３．３ 

        ＊出典 「地方鉄道の活性化に向けて （独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構」 
 

□ ＤＭＶ  
 １ ＤＭＶとは 

マイクロバスを活用し、タイヤと車輪を入れ替えることにより線路と

道路の両方を走行できる車両で、ＪＲ北海道が開発した。 
２ 特徴 
  ・鉄道と道路の乗換えが可能（所要時間 １０~１５秒） 
  ・鉄道と道路のインフラをそのまま活用可能 
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３ ＤＭＶの諸元表 
 

ＤＭＶ  
道路走行時 軌道走行時 

鉄道車両 
いすみ 200 型 

駆動輪・案内輪 ゴムタイヤ ゴムタイヤ／鉄車輪 鉄車輪 
最高速度 道路標識による ７０ｋｍ／ｈ ８０ｋｍ／ｈ 
旅客定員 ２８名 １０３人 
車両総重量 ６．２ｔ ２４．２ｔ 
レールへの乗り降り １５秒／１０秒 ― 
現在適用される法令 道路交通法 鉄道法 鉄道法 

                         出典：北海道旅客鉄道株式会社 
 
４ 鉄道とのコスト比較 
 
     方式 
項目 

ＤＭＶ方式 現行車両 
（いすみ 200 型） 

効  果 

地 上 イ ン

フラ 
現行インフラをそ

のまま活用 
軽減可能 

現行インフラの維

持が必要 
 地上

設備 

軌道保守 軽微な保守 １～２回／３年  

購入費 約２，０００万円 約 1 億円 約１／５ 
改造費含む 

燃費 約６．０ｋｍ／ℓ 約２．１５ｋｍ／ℓ 約１／３ 

車両 

保守費 約５５万円／年 約４００万円／年 約１／７ 
自動車並み 

運行システム ＧＰＳ 既存のシステム活

用 
ＧＰＳにより運

行管理要因減 
                          出典：北海道旅客鉄道株式会社 
  
    ③ 利便性の向上 
      地域住民や利用者へのアンケート調査では、運行本数の増加や時間短縮、乗

り継ぎの円滑化の要望が多く、鉄道の利便性向上への要請は強いものとなって

いる。 
      鉄道を維持していくためには、利用者の増加が不可欠であり、「いかにして乗

っていただくか」利用者の立場に立ったサービスの提供が求められることから、

利用者のニーズを的確に把握したうえで利便性の向上に取り組んでいかなけれ

ばならない。 
      また、今後見込まれる高齢社会の進展や人口の減少、地球温暖化などの環境

問題を踏まえると、今後は自動車を中心とした現在の交通体系をそのまま維持

することは難しくなることから、高齢者等が円滑に安心して安全に利用できる
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公共交通の必要性はより高いものとなってくることが考えられる。 
      そのため、夷隅地域内の利便性の確保に向けて、いすみ鉄道と乗合バス、コ

ミュニティバス等他の交通機関との連携を図り、駅まであるいは目的地までの

交通手段を確保し、利用者が円滑に移動できる仕組みも構築していかなければ

ならない。 
 
    ④ 部分廃止 
      採算の極めて悪い区間についてのみを廃止することについては、経費削減等

廃止に伴う経営改善効果だけではなく、廃止した区間の代替交通の確保、乗継

等に伴う利便性の低下や、いわゆる「房総横断鉄道」など広域交通ネットワー

クによる地域活性化や地域振興への影響等を十分検討していかなくてはならな

い。 
 
 

（イ） 活性化の取り組み 
   ① 地域が一体となった取り組み 
     木原線の廃止が問題となっていたときには、存続に向けて住民による乗車運

動が積極的に展開され、また、いすみ鉄道の運行開始時には地域住民や企業が

経営安定基金への寄付を行うなど、地域による鉄道存続に対する活動が活発に

行われたが、現在存廃に向けた検討が行われている中で、地域における関心が

当時と比べ低くなっているのは事実である。 
いすみ鉄道を存続し、運行を維持していくためには、地域の支援が不可欠で

あり、地域の鉄道としてのマイレール意識の醸成をいかに図っていくかが極め

て重要である。 
     第三セクターとはいえ、民間の鉄道事業者を行政が公的資金を投入し支えて

いく場合、その必然性や妥当性について、行政は説明責任を果たしていかなく

てはならない。そのためには、他の鉄道にも見られるように、地域住民が地域

の公共交通維持に主体的に参画し、鉄道事業者や沿線自治体等とともに、地域

が一体となって活性化の取組みを継続的に実施し、どのように利用促進に結び

付けていくのか、具体的な展望を示すことが極めて重要な視点となってくる。 
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    □ 活性化に向けた具体的な取り組みの実施状況   
 

いすみ鉄道 ・集客のための沿線への菜の花等の植栽 

  菜の花（沿線 24 ヶ所、約 15km）、あじさい、桜等 

・企画乗車券の発売 

  １日フリー乗車券、房総横断記念乗車券の発売 

・貸切列車の運行 

車両１両を貸し切る「ゆったりんこ号」を運行 

自治体等 ・沿線イベントでの利用促進 

  大多喜レンゲまつり、ウォークラリー大会等沿線での

イベントに連動した利用促進の実施 

・集客のための沿線への菜の花等の植栽 

  いすみ鉄道友の会による花の植栽や美化運動の実施 

・企画旅行の実施 

  たけのこ狩りツアー等の実施 

  夷隅郡市連合なのはな号の実施 

・観光情報等のリリース 

  房総横断活性化協議会による旅行記者クラブ等での観

光情報のリリースの実施 

 
    

 □ 地域の取り組みが活性化等につながった事例 
 

  事業社名    内容 

万葉線 

 （富山県） 

加越能鉄道高岡軌道線・新湊港線の廃止後、利用者や

行政、議会、財界、支援団体等の合意を得て、第三セ

クター化により存続。 

市民団体の活動が活発に行われ、市民からの寄付も１

億円を超えた。 

えちぜん鉄道 

 （福井県） 

京福電気鉄道の２度の事故による撤退後、代替バスへ

の移行が進まず、道路混雑も激しくなったことから鉄

道の必要性が認識され、第三セクターとしてスタート

した。 

三岐鉄道北勢線 

 （三重県） 

近畿日本鉄道が廃止表明後、県、沿線自治体で財政支

援を行うことで、三岐鉄道が事業を承継した。 

存続に向けた議論の中でマイレール意識が向上した。

まちづくり事業など自治体による積極的な支援が行

われている。 

貴志川線 

 （和歌山県） 

南海電鉄の廃止表明後、沿線自治体や地域住民の活発

な存続活動が行われた結果、行政の支援を得て、事業

者を募り、和歌山電鉄が運営を引き継いだ。 
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    □ 赤字解消のための試算 
      平成１７年度の赤字 １４５，３４３百万円を解消するためには 
      住民１人当たり年間で何回利用すれば可能となるか。 
 

       １人 年間 ５回 乗車すれば可能 

 
       （参考） 夷隅郡市人口   ８３，９５９人（平成１７年国勢調査） 
             定期外平均単価  ３５７円   （平成１３～１７年度の平均） 
 
 

    ② 交流人口の増加 
いすみ鉄道の活性化を図っていくためには、地域住民の積極的な利用促進が

不可欠であるが、今後、地域の一層の人口減少が見込まれている中で限度があ

ることから、更なる利用者の増加を図り、地域の活性化を図るためには、観光

客などを含めた地域内外の交流人口の増加を図っていく必要がある。 
      さらに、地域の観光資源を生かし、千葉県の観光のシンボルとしていすみ鉄

道を位置づけ、観光鉄道として観光客の誘致に取り込むことも必要である。 
そのためには、鉄道事業者と地域が一体となり、まちづくりなどと連携した

誘致の取り組みを進めていくことが重要であり、また、モビリティの向上を確

保する必要があることから、鉄道事業者と地域において具体的な活性化のプロ

グラムを提示していくことが求められる。 
      また、その際、実効性を確保するため、本年２月から４月にかけ県下全域を

対象に実施され、いすみ鉄道においても特別事業を実施している「ちばデステ

ィネーションキャンペーン」（ちばＤＣ）の実施結果等を十分に検証していくこ

とが重要である。 
      観光鉄道としての収益で経営状況を抜本的に改善することは、現状では不可

能と考えざるを得ないが、夷隅地域では、今後２０年間で約１４％の人口減少

が見込まれており、地域経済への影響や地域活力の低下が心配される中で、人

的、経済的な交流に向けて、公共交通機関の果たす役割は大きなものがあると

考えられる。 
 
     □ 観光鉄道の可能性に向けた房総横断鉄道活性化の取組み 
 
       房総横断鉄道活性化協議会を設置し、いすみ鉄道、小湊鐵道及び国、沿線

自治体等により、両鉄道の活性化方策の検討や事業の実施を行っている。 
      １ 設 置  平成１７年３月 
      ２ 構成員  国土交通省関東運輸局、国土交通省関東運輸局千葉運輸支局  
             千葉県観光協会、日本民営鉄道協会、小湊鐵道、いすみ鉄道 
             東日本旅客鉄道千葉支社、千葉県、いすみ市、市原市、大多

喜町 
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      ３ 実施事業 
       ・企画旅行の実施  

房総の小江戸・大多喜散策と春の味覚たけのこ狩り 
いすみ鉄道探検隊ツアー号 

       ・観光情報のリリース 
         旅行記者クラブでの記者発表の実施 
       ・沿線ガイドブックの配布 
         いすみ鉄道、小湊鐵道沿線を紹介するガイドブックを作成、配布 
 
     □ いすみ鉄道ちばＤＣ特別事業 
 
       ・いすみ鉄道菜の花ハイキング 
         いすみ鉄道沿線の菜の花の見所を巡るハイキングの実施（３回） 
       ・いすみ鉄道菜の花特別列車 
         菜の花の中で停車、徐行する特別列車を運行（３月２４日～４月８日） 
       ・イベント列車＆バス「幻の木原線号」（４月７日～２２日の土日） 
         当初計画された「木原線」の未開通区間である JR 久留里線上総亀山

駅といすみ鉄道の上総中野駅を結ぶバスを運行 
 
 

（ウ） 自治体の取組み 
    ① 支援の対象と手法 

  自治体の支援にあたっては、単に収支のみではなく「費用対効果分析の調査

結果」（＊１８ページ～２２ページ 参照）を参考に社会的便益と負担（支援）

を適正に判断し、その目的、額等について、住民に十分に説明していかなくて

はならない。 
      現行の支援は、前年度欠損額を単に補てんするものであり、事業者の努力が

反映しにくいことなどから、各主体の役割や責任を明確にした運営方式に転換

していくことが必要である。 
その際、軌道や橋梁など鉄道施設の保有・管理と列車の運行を分離するいわ

ゆる「上下分離方式」（群馬県等で実施している実質的上下分離方式を含む）の

導入についても検討していくべきである。 
鉄道は、これまで上下一体として整備されてきたため、資本費負担が過重と

なり、特に地方鉄道においては維持・修繕に多額の費用を必要とし経営を圧迫

しているが、上下分離方式は、例えばバスが、国や自治体により整備された道

路を運行しているように、鉄道を除く公共交通では一般的に採用されている考

えである。 
      全国的に見て、鉄道においても、他の公共交通と同様に、インフラの整備・

保有を別管理とし資本費負担を軽減する上下分離方式を導入する事例が増えて

いることから、いすみ鉄道についても、どこまで行政が負担すべきかという点

を中心に検討していくべきである。 
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    □ 上下分離方式 
 
     上下分離方式とは、鉄道施設のトンネルや橋梁などの基礎構造物を公共機関

等の保有として管理し、運行は鉄道事業者が行う仕組み。 
     施設の一部保有や施設維持部分への補助により実質的な上下分離を図る事

例もある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
      
 
 
  
 

 
＊出典 「第三セクター鉄道の再生への取組み 第三セクター鉄道協議会」 

 
 
    ② 自治体間の役割分担 
       自治体間の負担割合等は、持株比率を踏まえるほか、分権が進む中で広域自

治体としての県と地元自治体の果たすべき役割について十分な議論と検討を

した上で決めていく必要がある。 
 

（エ） 環境への取組み 
      地球温暖化が進む中で、平成１７年２月１６日に温室効果ガス排出量削減の

取り組みを求める京都議定書が発効した。 
鉄道は、マイカーなどに比べてＣＯ２の排出量が少なく環境にやさしい交通機

関であり、環境問題を考慮すれば鉄道をはじめとする公共交通機関の活用・利

用を進めていくことは世界的な潮流であるといえる。 
     また、自動車利用が増えれば、交通事故の増加や道路交通の混雑などへの影響

も懸念されることから、パークアンドライドを実施するなど安全性の高い公共

交通機関の利用促進も求められている。 
そのようなことから、総合的な視点に立った施策の中で、いすみ鉄道を、夷

隅地域におけるモビリティ・マネジメントの手段として今後いかに位置づけて

いくのか検討していく必要がある。 
 

   方  式  別     内        容  
三陸鉄道方式 無償譲渡の際、トンネル・橋梁を自治体保

有管理 
群馬県方式 上信電鉄・上毛電気鉄道のインフラ保存費

を自治体が補助 
井原鉄道方式 インフラ部の整備・修繕について、関係自

治体が支援 

 
 
 
過渡的な方式 
【実質的な上

下分離】 
一畑電車方式 インフラ部の維持・修繕費について、関係

自治体が支援 
のと鉄道方式 第１種鉄道（ＪＲ西日本）・第２種（のと鉄

道） 上下分離方式 

青い森鉄道方式 東北新幹線並行在来線、インフラは青森県

管理 
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□ 交通機関別ＣＯ2 排出量 
 
  旅客輸送機関別の二酸化炭素排出原単位（2004 年） 
   ＊１人を１km 運ぶのに排出する CO2 の比較 

自家用乗用車 １７５ ｇ-CO2／人キロ 
営業用乗用車 ３８４ 

 バス  ５３ 
航空 １１１ 
鉄道  １９ 
＊出典 「運輸・交通と環境 2006 年版 国土交通省総合政策局環境・海洋課」 

 
□ いすみ鉄道における環境の取り組み 
 

ＢＤＦ実証実験の実施 
   「なのはなエコフェアーin 大多喜」において、ＢＤＦ（廃食油を原料

とした燃料）を使用した走行の実証実験を行った。 
   ・平成１８年３月１８日、１９日 
   ・平成１９年３月１８日 
 
＊ パークアンドライド 

駅やバス停の近くの駐車場に駐車し、公共交通機関（主に鉄道やバス）

に乗り換えて、目的地まで移動する方法。 
 

＊ モビリティ・マネジメント 
  過度に自動車を利用する「クルマ中心」のライフスタイルから、電車や

バスなどの公共交通の積極的な利用を促すなど、個人とのコミュニケーシ

ョンを中心に働きかける交通施策。 
  

イ 廃止の方向 
アの検討を十分に行ったうえで、存続が困難であると考えられる場合は、以下の

点に十分留意し廃止について検討を行う。 
 

（ア） 代替交通への転換 
     現在いすみ鉄道を利用している利用者の足の確保を図るとともに、今後の利用

者の動向など将来を見据えたうえで、児童・生徒や高齢者などの交通弱者の移

動手段を確保していく必要があることから、鉄道に代わる地域公共交通機関と

しての代替交通を検討していかなくてはならない。 
       代替交通機関としては、朝夕の通学者数などいすみ鉄道の利用状況や利便性、

費用負担及び他の廃止路線の状況を勘案し、代替バスの導入を検討することが

現実的である。 
       なお、代替バスの導入にあたっては、他の鉄道の転換事例を十分踏まえて、

自家用車への転換による利用客の逸走の問題や運賃の値上がり、需要減少によ
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る運行本数など輸送サービスの低下及び運行赤字に伴う維持が困難な場合の支

援について十分考慮していかなければならない。 
 

□ 代替バスと鉄道の比較 
 
 １ 試算の前提条件 
  ① 代替バスの運行本数  いすみ鉄道と同水準 
  ② 運行系統       小湊鐵道（養老渓谷線）、都自動車（大原線：平成１５

年４月廃止）に準拠 
  ③ 仮運賃        小湊鐵道の基準賃率による 
   ④ 経費         平成１８年度生活交通路線維持費補助金キロ当たり運行

経費による （２４８．５３円） 
 
 ２ 鉄道と代替バスの収支比較 （平成１８年度試算） 
 

 区  分 代 替 バ ス いすみ鉄道 備   考 
１ 年間走行

キロ 
３１２，６２２ｋｍ  ２４７，２１７ｋｍ

（車両キロ 
 ３２２，８２４ｋｍ）

 

２ 収 入 運行収入 
①逸走率０％ 
 １７７，３５２千円 
②逸走率２５％ 
 １３３，０１４千円 
③逸走率５０％ 
  ８８，６７６千円 

旅客運輸収入 
  ９６，０５１千円

 
 
 
・逸走率２５％

は利用者アン

ケート調査に

基づく 

３ 経 費 運行費用 
７７，６７１千円 

営業費用 
２３６，７００千円

 

４ 損 益 ①逸走率０％ 
  ９９，６８１千円 
②逸走率２５％ 
  ５５，３４３千円 
③逸走率５０％ 
  １１，００５千円 

▲１４０，６４９千円  

５ 補 助  欠損補助 
 前年度の経常損失

に対し補助 
 平成１８年度 
  １４５百万円 
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３ 鉄道とバスの比較   
 

 項   目 代 替 バ ス い す み 鉄 道 
１ 輸送人員 ・大型  ７５人 

・ピーク時 数分おきのダイヤ

で対応 
・ピーク時以外は小型・中型で

輸送人員に応じた運行可能 

・車両定員 １０３人 
・ピーク時 ２両編成 

２ 定時性 ・道路事情により定時性が確 
保されない場合がある 

・道路の混雑はほとんど発生し

ていない 

・定時運行可能 

３ 所要時間 ・大原～上総中野間 
  ５８分 
※ 道路混雑等により増える 

・大原～上総中野間 
  ５５分 

４ 運賃 ・大原～上総中野間 
 １，０５０円 
・定期割引率（１ヶ月定期） 
  通勤 ２５％  (47,250 円)
  通学 ４０％  (27,240 円)
※ 基準賃率で試算 
  運賃引下げの可能性あり 

・大原～上総中野間 
  ６２０円 
・定期割引率（１ヶ月定期） 
  通勤 ３３％  (24,930 円)
  通学 ６０％  (14,880 円)

５ 停留所 ・６２停留所 
・平均駅間距離 ０．５ｋｍ 
・ルートの変更可能 
・自由乗降区間設定可能 

・１３駅 
・平均駅間距離 ２．２ｋｍ 

７ 運行本数 ・需要を考慮した運行が可能 ・大原～大多喜間  １６往復

 大多喜～上総中野間１３往復

・施設や設備によりダイヤ設定

に制限がある 

８ 維持費 ・公道を走行するため施設・設

備の維持費は少なくて済む 
 

・線路、橋梁や設備等の維持費

用が必要 
・車両整備費 

 
 
 
 
 
 
 
 



 ４３

   （イ） 施設等の撤去費用 
      いすみ鉄道を廃止する場合は、軌道や橋梁、駅舎等の撤去及び車両の処分な

どに多額の費用が生じることになる。 
その具体的な負担について検討するとともに、その費用については、一定の

条件のもとで約５４億円とも試算されていることから、少しでも費用を軽減さ

せるため、土地や駅舎の利活用や資産の売却なども検討していかなくてはなら

ない。 
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６ 最終報告に向けて  

 
   これまでの再生会議での検討を踏まえて、今後のいすみ鉄道の方向性を検討するた

めの主な課題と論点を中間報告として取りまとめた。 
今後この報告を検討材料として、地域において、特に次の点を中心にさらに議論を

深めていただき、その内容を再生会議の最終報告に反映していくこととする。 
 
（１）夷隅地域にふさわしい地域公共交通のあり方 
   ○ 少子高齢化、過疎化等地域の社会・経済状況の変化に対する対応や地域振興、

まちづくり等の観点からの最適な公共交通ネットワークの検討 
 
     ・少子高齢化や人口減少が進む中で、地域の活性化、地域振興、まちづくり、

環境問題等の観点から改めて地域公共交通のあり方を十分に見極めたうえ       
で最終的な方向性を検討していく。      

 
（２）社会基盤としてのいすみ鉄道の役割、可能性 
   ○  いすみ鉄道の存在に伴う社会的便益の評価 
      

 ・ 費用対効果調査結果から、自動車利用に比べ便益が十分大きく、廃止した

場合には再取得できない地域の貴重な社会的インフラであることを念頭

に、地域の積極的な取組みによる社会的便益の発現可能性や社会的便益と

負担とのバランスについて最終的な検討を行っていく。 
      

○ いすみ鉄道を利用した交流人口の拡大と地域の活性化 
 
   ・ 人口減少社会を迎え、地方においては観光等を含め地域内外の交流人口を

増やすことができるかが地域活性化を図るうえで非常に重要であること

から、いすみ鉄道の果たす役割・可能性を十分検討していく。 
 
（３）いすみ鉄道再生のための方策 （存続のためのスキームの例示） 
   ○  地域で支える仕組みの構築 
 
      ・ いすみ鉄道を維持していくためには、地域で積極的に支えていくことが重

要であり、マイレール意識の醸成や乗車運動の取組みなど地域住民の主体

的な参画が求められる。 
      ・ 鉄道事業者と自治体の責任と役割を明確にするための上下分離方式や民間

手法の導入など新たな運営方式の導入を検討するとともに、それを踏まえ

た経営見通しを見極めていく。 
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○ 経営改善や増収のための事業者の取組み 
 
   ・ 地域住民や自治体等の支援の前提として、当事者である鉄道事業者の経費

削減や増収のための最大限の自助努力を求めていく。 
     
○ 利便性の向上 
 
   ・ 利用者の立場に立ったサービスの提供や、高齢者等が安全に安心して地域

内を円滑に移動できる公共交通のネットワークのあり方を踏まえて方向

性を検討していく。 
      
 
○ ＤＭＶの導入及び活用方法の検討 
 

・ 現在あるいすみ鉄道のインフラを維持・活用し、ランニングコストの縮減

が図れ、線路と道路の双方を走行できるシームレスな乗り物であるＤＭＶ

の特性を生かした活用方法や導入の可能性について検討していく。 
 
（４）代替交通の確保 
   ○ 代替バスの検討 
 
     ・ いすみ鉄道の存続が困難と考えられる場合の地域公共交通機関として、代

替バスの導入の可能性や課題について検討していく。 
 
 


